
たサービス別に異なる指標を用いると比較が困難

であるため、給付単位を使用した。安藤（2008）

では被保険者1人あたり（全）単位数を認定率、

施設利用率、居宅利用率、居宅1人あたり単位

数、施設1人あたり単位数と分解し、単位数と

ともに、それぞれ分解した変数に関しても決定要

因の考察を行っている。その際に被保険者1人

あたり単位数を回帰分析で扱う注意点として、単

位数／被保険者は利用率・認定率等に分解でき、

分解した変数の回帰分析で用いた説明変数は、単

位数／被保険者数では本来を非線形になっている

こと、また利用率等で各要介護度を説明変数とし

て使用しているため、（左辺の構成要素である）

認定率との間に同時性が存在してしまうことを指

摘している。次節β収束の分析では対数を用いて

いるため、説明変数は線形の関係になってお

り注16、認定率との同時性に関しては各要介護度

を外した分析も行い推定結果の頑健性を確認して

いる。

1人あたり介護保険サービス量である介護給付

水準を2通り定義した。1つ目は、単位数／利用

者数である。介護保険サービスを実際に必要とし

利用した利用者を基準とした1人あたり介護給

付水準である。合計・サービス別と分け、それぞ

れ合計単位数／合計利用者数、居宅単位数／居宅

利用者数、施設単位数／施設利用者、地域密着単

位数／地域密着利用者（地域密着は2006年度以

降）と定義した。2つ目は、単位数／被保険者数

である。介護保険料を支払う被保険者注17を基準

とし、財政負担面から見た1人あたり介護給付

水準である。合計・サービス別に、それぞれ合計

単位数／被保険者数、居宅単位数／被保険者数、

施設単位数／被保険者数、地域密着単位数／被保

険者数（地域密着は2006年度以降）と定義した。

ベースモデルのコントロール変数は以下の通り

である。後期高齢者割合（75歳以上人口／65歳

以上人口）が増加すれば介護給付水準の増加率も

高まる事が考えられるため、後期高齢者割合を加

えた。また被保険者の所得による影響も考えられ

る。所得が比較的高（低）ければ、介護需要は増

加（減少）し介護給付水準の増加率が高（低）く

なることが考えられるためである。第1－2期

（2000－05年）においては主に所得段階3段階

目が基準保険料額に、第3期以降（2006－12年）

においては、4段階目が基準保険料額となってい

る。第1－2期においては、2段階以下、4段階

以上の被保険者割合をそれぞれ所得段階（低）、

所得段階（高）とし、第3期以降は3段階以下、

5段階以上の被保険者割合を所得段階（低）、所

得段階（高）をコントロール変数として加え

た注18。要支援・要介護度認定率も同様に増加率

に影響を与えると考えられ、それぞれの割合（要

支援・要介護／被保険者数）をコントロール変数

として加えた。被保険者数、保険者数、被保険者

1人あたり財政安定化基金貸付金・介護給付費準

備基金はβ収束の頑健性を確認する推定で用いた

コントロール変数である。これらの標本統計量

（2000、2006、2012年度）は表2である。

（１）β収束の推定結果

β収束の推定式（ベースモデル）は下記の通り

である。

上記Yt、Xt、α、εtは都道府県iの変数によっ

て構成される。Ytは（1人あたり）介護給付水準

である。コントロール変数（Xt）は後期高齢者割

合、要支援割合、要介護度1,2割合、要介護度3

割合、要介護度4,5割合、所得段階割合（低）、
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４．推定結果

Yt+1－Yt=ρW（Yt+1－Yt）+βYt+Xtβ+μt+
α+εt

（1）
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表2 標本統計量

2000年 2006年 2012年

平均（標準偏差） 最小値,最大値 平均（標準偏差） 最小値,最大値 平均（標準偏差） 最小値,最大値

（1）合計単位数／合計利用者数 15.744（1.301） 13.752,20.564 14.446（.756） 12.981,16.475 15.285（.735） 13.944,17.054

（2）居宅単位数／居宅利用者数 8.426（.797） 6.617,10.053 9.314（.761） 7.614,11.153 10.684（.766） 8.847,13.274

（3）施設単位数／施設利用者数 29.872（1.307） 27.888,34.119 27.925（.799） 26.568,30.776 28.775（.633） 27.833,31.003

（4）地域単位数／地域利用者数 22.266（2.174） 16.193,25.395 22.561（1.467） 16.781,24.92

（5）合計単位数／被保険者数 14.712（2.95） 9.859,23.842 21.089（2.446） 15.569,26.468 27.826（3.303） 19.817,33.179

（6）居宅単位数／被保険者数 5.144（.833） 3.490,7.061 9.631（1.033） 6.979,12.285 13.957（1.675） 10.544,19.105

（7）施設単位数／被保険者数 9.567（2.506） 5.841,16.833 9.894（1.720） 6.748,13.678 10.609（1.68） 7.376,13.896

（8）地域単位数／被保険者数 1.563（.737） .506,3.742 3.258（.999） 1.491,5.423

後期高齢者割合 .423（.022） .370,.459 .480（.037） .379,.542 .514（.038） .415,.579

要支援割合 .015（.005） .007,.031 .040（.012） .020,.073 .048（.011） 027,.076

要介護度1,2割合 .052（.009） .035,.078 .060（.006） .051,.078 .066（.006） .052,.079

要介護度3割合 .015（.001） .012,.021 .023（.001） .020,.027 .024（.002） .019,.029

要介護度4,5割合 .031（.003） .025,.046 .038（.004） .030.048 .043（.005） .032,.055

所得段階割合（低） .326（.080） .211,.547 .292（.070） .190,.480 .327（.070） .220,.505

所得段階割合（基準） .426（.076） .271,.585 .351（.057） .246,.480 .310（.050） .213,.428

所得段階割合（高） .247（.047） .163,.379 .356（.049） .269,.462 .362（.046） .280,.451

被保険者数（十万人）* 4.770（3.707） 1.370,19.457 5.694（4.752） 1.488,23.760 6.582（5.810） 1.588,27.872

保険者数* 61.255（32.011） 7,207 35.510（25.332） 7,172 33.617（23.075） 7,156

貸付金／被保険者数* .042（.079） 0,.389 .031（.106） 0,.489 .052（.142） 0,.893

準備基金／被保険者数* 4.594（1.974） .711,9.764 7.975（3.151） 1.901,14.745 9.83（3.079） 4.498,18.439

サンプルサイズ 47 47 47

出所：厚生労働省『介護保険事業状況報告』（平成12、18、24年度）。
注：括弧内は標準偏差である。*がついた変数はβ収束の頑健性を確認するための推定で用いた変数である。

表3 β収束の推定結果（2000－12年）

単位数（利用者数） 単位数（被保険者数）

（1）合計 （2）居宅 （3）施設 （5）合計 （6）居宅 （7）施設

β -.361***（.047） -.363***（.039） -.749***（.054） -.206***（.023） -.236***（.028） -.123***（.022）

ρ（空間的自己相関） -.049（.053） .159***（.056） -.0005（.044） .118**（.048） .218***（.061） .015（.045）

後期高齢者割合 .028（.044） .145**（.065） -.078**（.039） .223***（.040） .242***（.077） .073（.074）

要支援度1,2割合 -.415***（.136） -.552**（.261） -.042（.100） -.271***（.103） -.305（.221） -.541***（.152）

要介護度1,2割合 -.179**（.089） -.253*（.151） .086（.086） .082（.127） .188（.223） -.118（.138）

要介護度 3割合 .633（.390） .271（.651） .341（.334） .278（.403） .558（.655） .044（.473）

要介護度4,5割合 .040（.299） .431（.392） .578*（.310） .290（.205） .771*（.423） .175（.319）

所得段階（低） .004（.040） -.069（.053） .076*（.046） -.004（.043） -.074（.056） .051（.057）

所得段階（高） -.032*（.017） -.044（.033） .009（.023） .035*（.019） -.012（.038） -.009（.035）

決定係数（within） .700 .826 .750 .976 .973 .931

Log-Likelihood 2201.406 1977.422 2285.222 2258.234 1895.773 2020.661

サンプルサイズ 47×12 47×12

注1：***、**、*はそれぞれ1%、5%、10%水準で有意である。括弧内は標準誤差。
注2：全ての分析で系列相関・不均一分散が存在しても一致性を持つArellano（1987）27）のCluster-Robust標準誤差を用いた。



所得段階割合（高）を用いた。μtは時間固定効

果、αiは都道府県固定効果、εi,tは誤差項、Yt

にかかるβがβ収束を測るためのパラメーター、

βはコントロール変数に関するパラメーター、ρ

が空間的自己相関に関するパラメーターである。

2000－12年度都道府県別パネルデータを用い、

Belotti,HughesandMortari（2013）の方法に

従い一致性を持つ最尤法により固定効果パネルモ

デルにより推定した。

表3が推定結果である（2006年度以降導入さ

れた地域密着除く）注19。全ての介護給付水準でβ

が有意に負と推定され、β収束が確認された。ま

た主に被保険者1人あたり単位数で空間的自己

相関が有意に正と推定された。空間的自己相関の

結果から、都道府県が近隣都道府県の影響を加味

する変数は、被保険者1人あたり単位数である
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表4 β収束の推定結果（2000－05年）

単位数（利用者数） 単位数（被保険者数）

（1）合計 （2）居宅 （3）施設 （5）合計 （6）居宅 （7）施設

β -.621***（.109） -.684***（.074） -1.022***（.076） -.243***（.038） -.339***（.043） -.199***（.053）

ρ（空間的自己相関） -.054（.067） -.090（.080） -.020（.058） -.029（.067） .184***（.055） -.015（.067）

後期高齢者割合 -.002（.129） .494***（.146） -.066（.123） .231***（.081） .521***（.114） -.030（.124）

要支援度1,2割合 -.919***（.214） -.442**（.185） -.045（.189） -.384*（.226） .224（.207） -1.021***（.349）

要介護度1,2割合 -.264（.177） -.469***（.175） .284（.202） .058（.246） .445*（.258） -.089（.261）

要介護度 3割合 1.077（1.108） 1.067（1.592） .580（.805） 1.466（.893） 3.126**（1.439） .185（1.677）

要介護度4,5割合 .726（.739） .325（.951） 1.441*（.766） .395（.760） .525（.976） .642（1.258）

所得段階（低） .128（.213） .206（.304） .243（.272） .130（.167） .038（.186） .036（.257）

所得段階（高） -.124（.209） -.063（.286） -.050（.230） .082（.302） .056（.319） -.014（.420）

決定係数（within） .628 .831 .763 .968 .983 .889

Log-Likelihood 896.326 891.937 938.521 926.511 911.783 816.294

サンプルサイズ 47×5 47×5

注1：***、**、*はそれぞれ1%、5%、10%水準で有意である。括弧内は標準誤差。
注2：全ての分析で系列相関・不均一分散が存在しても一致性を持つArellano（1987）のCluster-Robust標準誤差を用いた。

表5 β収束の推定結果（2006－12年）

単位数（利用者数） 単位数（被保険者数）

（1）合計 （2）居宅 （3）施設 （4）地域 （5）合計 （6）居宅 （7）施設 （8）地域

β -.348***（.075） -.337***（.072） -.584***（.084） -.475***（.105） -.315***（.054） -.417***（.103） -.127***（.032） -.264***（.046）

ρ（空間的自己相関） -.101*（.059） .110（.077） -.131***（.039） -.030（.048） .352***（.065） .331***（.088） -.049（.064） -.088*（.045）

後期高齢者割合 .111**（.051） .184***（.060） .021（.044） -.069（.170） .114**（.045） .260***（.080） .087（.078） -.569***（.312）

要支援度1,2割合 -.083（.156） -.359*（.216） .034（.102） .968**（.470） .428*（.246） .219（.384） -.046（.207） 2.159***（.802）

要介護度1,2割合 -.119（.114） -.333**（.156） -.062（.113） .565（.352） .572***（.190） .358（.323） .296（.232） 2.430***（.815）

要介護度 3割合 .371（.307） 1.259***（.465） .153（.417） -.233（.918） .420（.419） 2.169**（.854） -.454（.523） -1.999（1.831）

要介護度4,5割合 -.058（.277） .128（.385） .100（.329） .304（.552） .305（.243） .835（.835） .114（.348） -1.121（.758）

所得段階（低） .075（.061） .102（.066） .014（.052） .043（.172） .021（.072） .013（.120） .009（.093） .845***（.283）

所得段階（高） -.003*（.043） .009（.049） -.010（.026） -.154（.130） .001（.013） .012（.034） -.023（.020） -.016（.063）

決定係数（within） .741 .678 .803 .599 .961 .901 .935 .852

Log-Likelihood 1283.516 1215.164 1297.088 1026.427 1282.239 1141.879 1154.062 889.611

サンプルサイズ 47×6 47×6

注1：***、**、*はそれぞれ1%、5%、10%水準で有意である。括弧内は標準誤差。
注2：全ての分析で系列相関・不均一分散が存在しても一致性を持つArellano（1987）のCluster-Robust標準誤差を用いた。



ことが示唆される。コントロール変数に関しては、

後期高齢者割合が6推定中4推定で有意に正と

なっており、後期高齢者割合が高いほど増加率に

高い影響を与えていることがわかる。また要支援

度1,2割合は4推定で有意に負となっており、

要介護度4,5割合は2推定で有意に正であった。

要介護度と比べ比較的軽度の要支援割合は増加率

に負に、また重度の認定者割合は増加率に正の影

響を与えていた。

第1－2期（2000－05年）、第3－5期（2006－

12年）（地域密着サービス導入以後）のサブサン

プル分析の結果は表4、5である。2000－05年、

2006－12年ともに全ての介護給付水準でβが有

意に負と推定され、β収束が確認された。2000－

05年、2006－12年における比較では、利用者1

人あたりの単位数を用いた（1）－（3）では、

2000－05年のβの値がより低く推定されており

2006－12年と比べ収束スピードが高いことが示

唆される。一方、被保険者1人あたりの単位数

では、（5）（6）で2006年以降の方がβの値がよ

り低く推定されている。制度初期において、介護

給付水準が低い地域では、利用者を基準とした整

備がより積極的に行われたことが示唆される。空

間的自己相関に関しては、被保険者1人あたり

単位数（居宅）を除き、一貫した結果を得ること

が出来なかった。ただし、2006年以降被保険者

1人あたり単位数の（5）合計、（6）居宅で有意

に正であり、（6）においては2000－05年と比

べ高くなっていた。後期高齢者割合は表4,5と

もに、表3と同様に主に有意に正であったが、

被保険者1人あたり単位数の（8）地域密着型サー

ビスでは有意に負であった。また地域密着型サー

ビス（（4）（8））において要支援度1－2割合は

有意に正であった。地域密着型サービスは介護予

防サービス等の比較的軽度の高齢者を対象とした

サービスであるため、重度の要介護認定者が多い

後期高齢者割合が負に、比較的軽度の要支援度1－

2が正に働いたと考えられる。

（２）頑健性

ベースモデル（1）式からコントロール変数の

除外・追加を行い、ベースモデルの結果に頑健性

があるかを確認する注20。以下の2つのモデルを

考える。（i）単位数を扱う分析で危惧された認定

率との内生性を考慮するため（安藤（2008））、

ベースモデルから認定率（要支援割合、要介護度

割合）を除外したモデル、（ii）被保険者数、保

険者数、被保険者1人あたり財政安定化基金貸

付金・介護給付費準備基金保有高を追加した都道

府県の人口規模・都道府県別保険者数、都道府県

別財政状況をコントロールするモデルである注21。

表6上段が推定結果である。（i）（ii）全ての

推定結果において、介護給付水準におけるβの推

定結果はベースモデル同様、有意に負であった。

また（i）（ii）において、ベースモデルにおいて

空間的自己相関が認められた（2）利用者1人あ

たり居宅単位数、（5）（6）被保険者1人あたり

合計・居宅単位数も有意に正であった。（ii）内、

被保険者数は3つの推定で有意に負であった。1

人あたり介護給付水準の増加率に負の影響であっ

たことを考えると、人口規模拡大による効率化が

行われている可能性が考えられる。貸付金・準備

基金に関しては有意に負となる傾向が確認できる。

以上の結果から、表3におけるベースモデルの

β収束・空間的自己相関の推定結果には頑健性が

あると判断できる。

（３）交差項を用いた分析

最後に交差項を用いβの推定における（i）（ii）

財政状況による影響、（iii）合併による影響を確

認する。ベースモデル（1）式に、介護給付水準

（左辺）と財政変数の交差項（yi,tx~i,t）及び推定さ
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れるパラメーター（�）、介護給付水準（左辺）

と合併変数の交差項（yi,tmi,t）及び推定されるパ

ラメーター（θ）を加える。具体的には、介護給

付水準の増加率に対する今期の介護給付水準への

影響を下記のように表すことができる。

β収束のパラメーターの値はβ+�x~i,t、β+θmi,t

となり財政変数、合併変数の影響を確認すること

ができる。財政変数は先の頑健性の分析で用いた

被保険者1人あたり財政安定化基金貸付金（x^i,t）

・準備基金保有高（x

）

i,t）を使用した（（i）（ii））。

合併変数は（前年保険者数－当該年保険者数）／

前年保険者数と定義した（（iii））。合併による影

響を都道府県単位で考える場合、保険者数が100

の都道府県と10の都道府県では保険者数が5減

少した場合、その影響は大きく異なると考えらえ
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∂（yi,t+1－yi,t）/∂yi,t=β+�x~i,t

∂（yi,t+1－yi,t）/∂yi,t=β+θmi,t

（2）

（3）

表6 β収束の頑健性・交差項分析

頑健性の確認

単位数（利用者数） 単位数（被保険者数）

（1）合計 （2）居宅 （3）施設 （4）地域 （5）合計 （6）居宅 （7）施設 （8）地域

（i）認定率除外

β -.288***（.035） -.373***（.034） -.748***（.060） -.474***（.115） -.225***（.023） -.229***（.026） -.163***（.025） -.234***（.049）

ρ（空間的自己相関） .111**（.052） .267***（.044） .001（.043） -.045（.049） .499***（.030） .348***（.043） .484***（.028） -.066（.053）

（ii）変数追加

β -.368***（.050） -.249***（.037） -.753***（.059） -.521***（.113） -.249***（.026） -.296***（.025） -.148***（.024） -.260***（.048）

ρ（空間的自己相関） .024（.051） .189***（.051） .002（.041） .003（.042） .442***（.034） .338***（.047） .360***（.036） -.060（.042）

被保険者数 -.057**（.028） -.051（.041） -.015（.027） -.056（.134） -.068*（.040） -.041（.068） -.164***（.054） -.045（.175）

保険者数 .003（.004） .005（.007） .003（.004） -.050（.036） -.0007（.005） -.002（.009） .003（.007） -.034（.051）

貸付金 -.001***（.0002） -.001***（.0005） -.0006***（.0002） .004**（.002） -.0004（.0003） -.001**（.0006） -.001***（.0004） .004（.004）

準備基金 -.008***（.002） -.009***（.003） -.005***（.001） -.005（.009） -.003（.002） -.006（.004） -.008***（.003） .016（.010）

サンプルサイズ 47×12 47×6 47×12 47×6

交差項分析

単位数（利用者数） 単位数（被保険者数）

（1）合計 （2）居宅 （3）施設 （4）地域 （5）合計 （6）居宅 （7）施設 （8）地域

（i）貸付金交差

β -.350***（.047） -.356***（.037） -.744***（.054） -.491***（.105） -.198***（.021） -.233***（.027） -.120***（.030） -.265***（.050）

ρ（空間的自己相関） -.059（.053） .155***（.056） -.006（.044） -.004（.048） .121**（.048） .219***（.061） .014（.045） -.086*（.045）

�（貸付金） -.0004***（.0001） -.001***（.0004） -.0001（.0001） .003*（.001） -.0003**（.0001） -.001**（.0005） -.004（.023） .001（.009）

（ii）準備基金交差

β -.376***（.049） -.363***（.039） -.754***（.056） -.483***（.109） -.190***（.022） -.236***（.028） -.111***（.022） -.261***（.049）

ρ（空間的自己相関） -.037（.052） .159***（.055） .010（.043） -.029（.047） .114**（.049） .219***（.061） .002（.045） -.087*（.047）

�（準備基金） -.003*（.001） -.002（.003） -.002*（.001） -.005（.007） .003**（.001） .0008（.005） .004**（.002） -.004（.027）

（iii）合併交差

β -.361***（.048） -.365***（.040） -.749***（.054） -.476***（.106） -.206***（.023） -.234***（.028） -.123***（.022） -.264***（.046）

ρ（空間的自己相関） -.050（.053） .158***（.056） -.002（.044） -.031（.050） .118**（.048） .223***（.061） .015（.045） -.088*（.045）

θ（合併） .0003（.002） .006（.005） .0007（.001） .004（.014） .0007（.001） .012*（.007） -.0008（.002） -.008（.042）

サンプルサイズ 47×12 47×6 47×12 47×6

注1：***、**、*はそれぞれ1%、5%、10%水準で有意である。括弧内は標準誤差。
注2：全ての分析で系列相関・不均一分散が存在しても一致性を持つArellano（1987）のCluster-Robust標準誤差を用いた。
注3：（1）－（3）、（5）－（7）は2000－12年のデータを、（4）,（8）は2006－12年のデータを用いた。



る。減少数を保険者数で除することにより、合併

による減少効果を相対的に捉えた変数と考えるこ

とができる。表7下段が財政変数・合併変数交

差項によるβ収束の推定結果である。

貸付金との交差項は主に負に、合併変数との交

差項は有意に反応していないことがわかる注22。

介護給付水準が低い地域では、貸付金を利用し介

護保険サービス増加が図られ、β収束がより強く

なる傾向が存在したと示唆される注23。ただし、

準備基金に関しては、一貫した結果を得ることが

出来なかった。

介護保険制度が施行される前（1999年以前）

は、主に市町村目的別歳出・民生費内における老

人福祉費内扶助費（以下、扶助費）により、現在

の介護保険サービスで扱われる費用が歳出されて

いた注24。2000年度『地方財政白書』によれば、

老人福祉費（都道府県・市町村合計）は1999年

度の5.4兆円から2000年度3.5兆円へと大幅に

減少している。また市町村老人福祉費内扶助費割

合は32.5%（1999年）から6.1%（2012年）と

大幅に減少している。扶助費等として一般会計か

ら供給されてきた介護サービス注25にかかる経費

が介護保険特別会計へ移行したためである。扶助

費が本稿で対象とした介護給付水準と必ずしも一

対一に対応するわけではないが、介護保険制度以

前において最も性質が近い統計と考えられる。

介護保険制度以前の扶助費と介護保険制度施行

後介護給付水準のβ収束（及び空間的自己相関）

を比較することにより、介護保険制度が介護給付

水準の地域間収束にどのような影響を与えたかを

分析する。ここまでの分析では単位数を用いてい

たが、介護保険制度以前には単位という基準はな

く、扶助費として費用額が計上されている。そこ

で本小節では介護保険制度下における費用額とし

て、被保険者1人あたりの介護保険費用を介護

給付水準として扱い、高齢者1人あたり扶助費

と比較する注26、注27。1999年以前には前節で説明

変数として使用した要支援・要介護割合、所得段

階割合が存在しないので、扶助費・介護保険費用

の分析においては後期高齢者割合を説明変数とし

て使用した。

表7の結果から、扶助費及び介護保険費用に

おいてもβ収束が存在していることがわかる。

（1）扶助費（老人福祉費）におけるβは－.185、

地域間介護給付水準の収束仮説の検証 111

５．介護保険制度以前の扶助費
（老人福祉費）との比較

表7 扶助費（老人福祉費内）と介護保険費用額のβ収束推定
結果の比較

（1）扶助費（老人福祉費内） （2）介護保険費用額

β -.185***（.050） -.156***（.022）

ρ（空間的自己相関） -.067（.050） .195***（.045）

後期高齢者割合 .244***（.038） .205***（.038）

決定係数（within） .137 .983

Log-Likelihood 832.663 2262.799

サンプルサイズ 47×6 47×12

出所：（1）平成5－11年総務省『市町村別決算状況調』及びそれらに対応する『住民基本台
帳要覧』。老人福祉費の性質別データは林正義教授（東京大学）に提供して頂いたデー
タを使用した。（2）厚生労働省『介護保険事業状況報告』（平成12－24年度）。

注1：***、**、*はそれぞれ1%、5%、10%水準で有意である。括弧内は標準誤差。
注2：全ての分析で系列相関・不均一分散が存在しても一致性を持つArellano（1987）の

Cluster-Robust標準誤差を用いた。



（2）介護保険費用では－.156とそれぞれ有意に

推定され、介護保険制度以前の方が、β収束が若

干速いことが示唆された。ただし値自体の差は小

さく、β収束は介護保険制度導入前より生じてお

り、制度導入以降もほぼ変わらないスピードでβ

収束が維持されていたと考えられる。一方、増加

率の空間的自己相関は介護保険制度導入後に有意

に正となっている。介護保険制度により高齢者福

祉の制度が導入前と比べより明確化され、都道府

県間の政策の関係性が高まったと考えられる。

本稿では厚生労働省2000－12年度『介護保険

事業状況報告』都道府県別パネルデータを用い、

都道府県間1人あたり介護給付水準（単位数／

利用者数・単位数／被保険者数の2つの指標）

β収束・空間的自己相関が存在しているかを空間

パネルモデルにおける最尤法を用い分析した。

2000－12年、2000－05年、2006－2012年と3

つの期間におけるβ収束の推定では、3つの期間、

全ての1人あたり介護給付水準でβ収束を確認

した。またこれら収束は介護保険制度初期（2000－

05年）の方が2006年以降と比べ若干速い傾向

であった。また一部の介護保険サービスで空間的

自己相関が存在することを確認した。1人あたり

介護給付水準が、その定常状態と比べより低い地

域であるほど、より高い増加率を上げるという収

束仮説が確認され、介護保険制度浸透に伴い、介

護保険サービスの整備が低水準、利用が非積極的

だった地域において、施設整備が行われ積極的な

利用が行なわれていることが示唆された。介護サー

ビスを措置制度で行っていた1999年以前の扶助

費（老人福祉費）と介護保険制度施行以後の介護

保険費用額に対し、同様の分析を行った。いずれ

もβ収束は認められが、扶助費と介護保険制度導

入以降の介護保険費用の推定結果の差は小さく、

収束の傾向は介護保険制度導入前より生じていた

ことが示唆された。しかし、空間的自己相関は介

護保険制度導入後に生じていることが明らかとなっ

た。

最後に本稿の分析における留意点を述べる。本

分析で用いたデータが都道府県別データであった

点である。第1期（2000－03年）の保険者別デー

タが十分に公表されていないこと、平成の大合併

のため分析対象期間において大幅に保険者数が減

少したことにより、保険者別データを用いた分析

を行うことが困難であった。これらの点は今後の

課題としたい。
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注
1 自治体間の政策の関係性には、自治体間競争、戦

略的相互依存、空間的自己相関等、複数の呼び名が

存在するが、本稿では同様の都道府県データを用い

た山内（2009）の研究に沿い、空間的自己相関と呼

ぶ。

2 安藤（2008）では介護給付水準の決定要因に関す

る回帰モデルの説明変数として、施設定員率、人口

密度、第一、二、三次産業比率を検討し、それらの

有意性を見ることにより地域差を考察するというや
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や間接的な形をとっている。

3 いずれも地域密着型サービスにおける6つのサー

ビスのアンケート結果の平均値である。保険者にお

ける人口別アンケート結果（整備目標が達していな

い）は、1万人未満の保険者においては35.1%、1

万人以上5万人未満で41.9%、5万人以上10万人

未満で50.31% 、10万人以上30万人未満で57.08

%、30万人以上で74.61%、と保険者規模により大

きなばらつきが生じていた。

4 BarroandSala-i-Martin（1992a,b）等では、右

辺のyi,tにかかる係数を－（1－e－β）として非線形最

小二乗法で分析し、βが正であるかを推定している。

－（1－e－β）≡β
～

とすると、マクローリン展開を用い

－β～～β
～

と近似できるため、本稿と同様の目的を持っ

た推定を行っていることがわかる。

5 固定効果、コントロール変数を含まないβ収束の

分析は絶対収束と呼ばれ、全ての地域が同じ定常状

態に収束することを前提としている。しかし、介護

給付水準地域差には地域特性の影響も含まれている

と考えられるので、本稿では異なる水準へ収束する

前提を置いた条件付きβ収束を扱った。介護給付水

準以外の変数が同じであれば、介護給付水準が低い

地域ほど、高い増加率を持つことになる。以下、特

に断りがない限り本稿におけるβ収束は条件付きβ

収束のことである。

6 log（1+x）をマクローリン展開し、xは十分に小さ

いため2次以降の項を無視するとxと近似できる。

7 経済成長におけるβ収束研究では得られた値から

資本の分配率の推測等が可能であり、収束事実に加

え2次的分析を行うことが可能であった。本稿の分

析ではそのような分析を行うことは出来ないが、介

護保険制度施行から10年以上を経て、その地域差

への示唆となる収束仮説そのものを推定すること、

介護保険制度初期（2005年以前）とそれ以降（2006

年以降）、介護保険制度以前（1999年以前）と介護

保険制度導入以降（2000年以降）の分析を用い、収

束の速さ（β収束の値）を比較することにも一定の

意義があると考え、分析を行った。

8 山内（2009）では介護施設サービスの空間的自己

相関の検証を、上記11地域の他、複数の分割パター

ンを推定し、11地域が最も尤度関数の値が高く説明

力が高いことを示している。本稿でも11区分の他、

7地域に分割した近隣パターン（北海道・東北、北

関東、南関東、中部、近畿、中国・四国、九州・沖

縄）を推定したが、11区分の方が尤度関数の値が高

く説明力が高かった。

9 ただし、このことはQuah（1993a）のマルコフ

推移行列を求める際のデータにも言える。

10 地域間変数の収束仮説に関する研究に空間的自己

相関を加味した数少ない研究として各務・和合・大

塚（2011）23）が存在する。日本地域所得分布を、空

間的自己相関を加味した上で推定を行っている。

11 介護給付水準の地域間収束仮説を検証する対象と

して、都道府県別と保険者別を考えることができる。

本稿では下記の理由により保険者別を扱わなかった。

『介護保険事業状況報告』において発足期である第 1

期（2000－2年度）における保険者別データが十分

に公表されていない。2000年においては全てのデー

タにおいて保険者別データは公表されておらず、分

析上重要であると考えられる所得段階割合は2003

年まで公表されていない。また市区町村数が平成の

大合併により 3250（2000年度末） から 1742

（2012年度末）へと大幅に減少している。最も関心

がある発足期のデータの不足のため、保険者別の分

析を行うことが出来なかった。ただし、1節でも述

べた通り、介護サービス供給には都道府県の意向も

大きく反映されているため、都道府県データを扱う

ことには一定の意義はあると考える。

12 2009年度『介護保険事業状況報告』宮城県石巻

市「介護老人保健施設」に関するデータが前年、翌

年と比べ単位数が約 10倍の異常値を取っていた。

厚生労働省・宮城県・石巻市に問い合わせ、石巻市

による修正申告以前のデータがそのまま掲載されて

いることが判明した。本稿では石巻市に提供してい

ただいた修正データを用い、宮城県データを修正し

分析を行った。

13 2012年度第 1号保険者数により総単位数割合は

約 98%であり、第 1号保険者介護保険サービスの主

な利用者であることがわかる。

14 2012年度『介護保険事業状況報告』における単

位数において、居宅・施設・地域密着型サービスの

割合は、それぞれ52.5%、36.7%、10.6%であり、

都道府県に事業所設置権限がある居宅・施設サービ

スの割合は全体の約90%となる。

15 介護保険サービスはサービス内容によって単位数

が厚生労働大臣によって定められている。この単位
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は全国基準であり、物価等を加味した単価がかけら

れサービス料が決まる。

16 対数に対して説明変数が線形と仮定している。

17 第5期（2012－14年）の介護保険財政負担構造

は1割が利用者負担、残りの9割の50%が公費、21

%が第１号被保険者（65歳以上）の介護保険料、29

%が第2号被保険者（40歳以上65歳未満）から支

払われる第1期（2000－02年）の第1号被保険者

の負担は17%、第2期（2003－5年）は18%、第3

期（2006－8年）は19%、第4期（2009－11年）

は20%と第1号被保険者の負担割合は増加している。

18 所得段階（基準）は分析においてレファンレンス

変数となり、各所得段階割合の係数は所得段階（基

準）が変化した場合の被説明変数の変化を示す（安

藤（2008））。

19 被説明変数に差分を含むため、データとしては20

00－12年の13年間使用しているが、推定される式

としては1年少ない（2001／2000年のデータから

2012／2011年のデータを使用するため）。そのため、

サンプルサイズは47×12となる。

20 特に財政変数は介護給付水準との内生性が疑われ

るため、ベースモデルでは用いなかった（Hayashi

andKazama（2008）24））。

21 被保険者数は 10万で除した値（対数）、保険者

（対数）、貸付金・準備基金は千円単位になった値を

被保険者数で除した値（準備基金は対数、貸付金は

0を含むため対数を取っていない）をコントロール

変数として加えた。

22 保険者数で除さず、保険者の減少数のみを考えた

合併変数による分析も行ったが、結果は同様であっ

た。

23 ただし、財政変数はβ収束に影響を与えているこ

と考えられるが、財政変数は介護給付水準との内生

性も疑われるため結果の解釈には注意を払わなけれ

ばならない（HayashiandKazama（2008））。

24 措置制度においては利用者の負担は応能負担であ

り、国・都道府県・市町村の負担割合はそれぞれ50

%・25%・25%であった（坂田（2000）25））。

25 施設入所者や在宅介護などへの現物給付が扶助費

として計上されていた（小笠原（2002）26））。

26 介護保険は強制加入であるため高齢者（65歳以上

人口）と第1号被保険者は同義である。

27 総務省『住民基本台帳要覧』都道府県別年齢別人

口の統計は平成 5年度末から公開しているため、

1993年度からのデータを扱う。
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Convergenceofregionaldifferenceinserviceutilization
ofpubliclong-term careinJapan

HirokazuMatsuoka＊

Abstract

Thisstudyinvestigatedwhetherregionaldifferenceintheserviceutilizationofpubliclong-termcareinJapan

hasconvergedovertheyears,usingtheconditionalβ convergenceapproachoriginallyproposedbyBarroand

Sala-i-Martinfortheanalysisofeconomicgrowth.Usingprefecture-levelpaneldataofserviceutilizationinthe

period2000-2012,weconfirmedthattheaverageserviceutilizationperelderlyuserexhibitedaconditionalβ

convergence.Inparticular,thespeedofconvergencewashigherintheearlyperiod(2000-2005)thaninthelater

period(2006-2012).Werepeatedasimilaranalysisforthewelfareprogramexpenditureonelderlycareduring

theperiod1993-1999,beforetheintroductionoflong-termcareinsurance,andobtainedasimilarestimationof

βconvergences.Ourresultssuggestedthatthetrendofconvergenceinregionaldifferenceofelderlycareservices

usewasobservableevenbeforetheintroductionoflong-termcareinsurance.
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